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障害者施策について、国においては平成 15 年４月に支援費制度が導入され、従来の措置制
度が契約制度へと転換し、利用者自らが必要な障害福祉サービスを選択できるようになりまし

た。 
この結果、サービス利用者数は大きく増加しました。しかし、利用者の急増に伴ってサービ

ス費用も増大し、現状のままでは制度の維持が困難になることが予測されています。それに加

え、居宅介護事業等が未実施の市町村があるなど、サービス提供体制について大きな地域格差

がみられる、精神障害者に対するサービスが支援費制度の対象となっていない、障害種別ごと

に大きなサービス格差がある、地域生活移行や就労支援といった新たな課題への対応が求めら

れている等の諸問題が生じ、障害者が地域で暮らすための基盤整備が大きな課題となっていま

す。 
こうした状況に対応して、平成 17 年 11 月に障害者自立支援法が制定され、障害者及び障
害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスや相

談支援等が地域において計画的に提供されるように、福祉施設や事業体系の抜本的な見直しが

行われ、市町村には「障害福祉計画」を策定することが義務付けられました。 
以上のことから、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス及び相談支援、地域生活支援

事業を提供するための体制整備を図り、障害者施策をより一層推進するため「苅田町障害福祉

計画」を策定します。 
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この計画は、障害者自立支援法第 88 条に規定される「市町村障害福祉計画」にあたるもの
であり、国の基本方針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の必要量

見込みや確保の方策等を定める計画です。 
この計画は、現行の施設・事業が新体系への移行を完了する平成 23 年度を目標としつつ、

その前半となる、平成 18 年度から平成 20 年度までのサービス必要量見込み等を定める計画
です（第 1期計画）。 
なお、次回は平成 20年度中に計画を見直し、平成 21～23年度を計画期間とする「第 2期

計画」を策定します。 

 

本計画の策定にあたっては、学識経験者、障害者団体、障害福祉に関わる関係者、保健医療

関係者等の参加を得て、「苅田町障害者施策推進協議会」を設置し、障害福祉施策全般に対して

検討を重ねました。 
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この計画は、障害のある人もない人もともに住み慣れた地域で生活できるまちを目指して、

障害者が自立し、地域で安心して生活するために必要な福祉サービスなどの基盤整備を進める

ことを目標とします。 

計画の基本目標の実現のために、障害者自立支援法の基本方針を踏まえて、次の 3つの基本
的な視点に立って計画を推進します。 

障害の種別、程度を問わず、障害者自らが居住する場所を選択し、必要な障害福祉サービス

やその他の支援を受けながら、自立と社会参加の実現を図ることができるよう、障害福祉サー

ビスの提供基盤の整備を進めます。 

身体障害者、知的障害者、精神障害者のサービスを一元化し、町が主体となった障害福祉サ

ービスの提供体制を確立します。 
また、市町村の独自事業である「地域生活支援事業」として、本町の特性に応じたサービス

を提供していきます。 

障害者の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった新たな課題に対応した

サービス提供基盤を整備します。また、サービスの基盤整備にあたっては、障害者を地域で支

えるしくみづくりを実現するため、町内や圏域内の様々な社会資源を最大限に活用していきま

す。 
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「障害者の自立と安心を支えるサービス基盤づくり」として、施設入所者等の地域生活への

移行や、一般就労への移行を推進するため、国・県の基本指針等を踏まえ、平成 23 年度を目
標年度とする以下の３つの数値目標を設定します。 

 

福祉施設に入所している障害者の地域生活への移行を推進するため、平成 23 年度までに現
在の施設入所者の 1割以上が地域生活へ移行することを目標とします。これにあわせて、平成
23年度末時点での施設入所者数が現在の施設入所者数から 7％減少することを目指します。 

入院中の精神障害者の地域生活への移行を推進するため、平成 24 年度までに受け入れ条件
が整えば退院可能な精神障害者がすべて退院することを目標とします。 

項  目 数  値 考え方 
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福祉施設から一般就労への移行を推進するため、国の基本方針を参考に、福祉施設利用者の

うち、就労移行支援事業等を通じて一般就労する人の増加を目指します。 

項  目 数  値 考え方 
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計画の前提として「障害者自立支援法」による新たなサービスの体系の概要を整理します。 

「障害者自立支援法」の施行にともない、障害者に関わる福祉サービスの給付体系が変わり

ました。国や都道府県の義務的経費がともなう個別給付としての「自立支援給付」と、地域で

の生活を支えるために、国や都道府県の財政援助のもと地域の実情に応じて実施される「地域

生活支援事業」が創設されています。 
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自立支援給付は大きく①介護給付、②訓練等給付、③自立支援医療、④補装具の４つに分か

れます。サービスについては、受けたサービス量に応じて利用者が定率１割負担となっていま

す。ただし所得に応じて一定の負担上限が設定されます。 

 

 

 

従来、障害の種別ごとに複雑に組み合わされていた施設・事業体系は「介護給付」にあたる

ホームヘルプ（居宅介護）、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援、児童デイサービ

ス、ショートステイ（短期入所）、療養介護、生活介護、施設入所支援、ケアホーム（共同生活

介護）と、「訓練等給付」にあたる自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、グループホーム（共

同生活援助）の 2 種類の体系に再編されました。 

従来、障害の種別ごとに「更生医療」「育成医療」「精神通院医療公費」に分かれていた公費

負担医療制度も、一元化され「自立支援医療」となりました。 

従来の補装具給付制度と日常生活用具給付等事業は、自立支援給付に位置づけられた個別給

付である補装具費と、地域生活支援事業による日常生活用具給付に再編されました。 

これまで補装具は、いわゆる現物給付でしたが今後は金銭給付となるとともに利用者が１割

を負担することとなっています。 

「地域生活支援事業」は、障害者自立支援法第 77 条において市町村が実施主体となる事業

として法定化されました。 

「地域生活支援事業」のうち、「相談支援事業」「コミュニケーション支援事業」「日常生活用

具給付等事業」「移動支援事業」「地域活動支援センター事業」は必須事業です。このほか、地

域の実情に応じて日中一時支援事業などの「その他の事業」を任意に実施することができます。 

苅田町が、これまで行ってきた障害者に対するサービスの中で自立支援給付又は地域生活支

援事業の体系への位置づけを行わない町独自の事業があります。 

これらのサービスについては、当面の間現行と同様にサービスの提供を行うとともに、今後、

新サービス体系への移行を含めた適切な事業の位置づけの検討を行っていきます。 
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平成 20 年度までの各年度及び平成 23 年度における障害福祉サービスと相談支援の種類ご
との必要な量の見込みは次のとおりです。 
なお、必要量の見込みは、国から配布された推計ワークシートに、これまでのサービス利用

実績やサービス事業所の新体系への移行等を勘案して算出しています。 

 
[１]居宅介護（ホームヘルプ）（法第５条第２項） 
●自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等のサービスを提供します。 
●現在のホームヘルプサービスの身体介護と家事援助サービスが移行します。利用実績が伸

びているため、今後も利用量の増加を見込みます。 

[２]重度訪問介護（法第５条第３項） 
●重度の肢体不自由で常時介護を必要とする障害者を対象に、自宅での入浴、排せつ、食事

の介護などから外出時の移動中の介護を総合的に行うサービスを提供します。 
●現在のホームヘルプサービスの利用実績が伸びているため、今後も利用量の増加を見込み

ます。 

[３]行動援護（法第５条第４項） 
●常に介護を必要とする重度の障害者を対象に、危険を回避するために、外出時の移動中の

介護などのサービスを提供します。 
●現在のホームヘルプサービスの利用実績が伸びているため、今後も利用量の増加を見込み

ます。 

[４]重度障害者等包括支援（法第５条第９項） 
●常時介護を必要とする障害者で介護の必要の程度が著しく高い場合を対象に、居宅介護を

はじめとする福祉サービスを包括的に提供します。 
●的確にニーズを把握しながら、サービス事業者を確保し、当該サービスが必要な人が適切

に利用できるよう努めます。 
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[１]療養介護（法第５条第５項） 
●医療を要する障害者で常時介護を要する方が対象となります。 
●主に昼間、病院その他施設などで行われる機能訓練、療養上の管理、医学的管理の下での

介護や日常生活上のサービスを提供します。 
 
[２]生活介護（法第５条第６項） 
●常時介護が必要な障害者で、障害程度区分 3（あわせて施設入所支援を利用する場合は区
分 4）以上、または年齢が 50 歳以上で、障害程度区分 2（あわせて施設入所支援を利用
する場合は区分 3）以上の場合対象となります。 

●事業所において、食事、入浴、排せつなどの日常生活上の支援や、生産活動や創作的活動

の機会の提供などのサービスを提供します。 
 
[３]児童デイサービス（法第５条第７項） 
●障害児が対象となります。 
●日常生活の基本動作の習得や集団生活に適応するための適切な指導や訓練のサービスを提

供します。 
 
[４]短期入所（ショートステイ）（法第５条第８項） 
●介護者が病気の場合などの理由により、障害者支援施設等へ短期間の入所が必要な方を対

象に、入浴、排せつ、食事の介護などのサービスを提供します。 

[５]自立訓練（機能訓練）（法第５条第１３項） 
●地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、支援が必要な身体障害

者が対象となります。 
●自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、定められた期間、事業所への通所、

利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、身体機能や生活能力向上のために必要な訓練等

のサービスを提供します。 
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[６]自立訓練（生活訓練）（法第５条第１３項） 
●地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、支援が必要な知的障害

者、精神障害者が対象となります。 
●自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、定められた期間、事業所への通所、

利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、身体機能や生活能力向上のために必要な訓練等

のサービスを提供します。 

[７]就労移行支援（法第５条第１４項） 
●一般就労等を希望し、企業等への雇用または在宅就労等が見込まれる障害者が対象となり

ます。 
●定められた期間、事業所における作業や、企業における実習、適性に合った職場探しや就

労後の職場定着のための支援など、就労・定着のために必要な訓練、指導等のサービスを

提供します。 

[８]就労継続支援（Ａ型）（法第５条第１５項） 
●一般の事業者に雇用されることが困難な場合に、事業所内において雇用契約に基づく就労

が可能な障害者が対象となります。 
●一般就労に向け必要な知識や能力の向上のために必要な指導や訓練等のサービスを提供し

ます。 

[９]就労継続支援（Ｂ型）（法第５条第１５項） 
●企業等や就労継続支援（Ａ型）での就労経験があって、年齢や体力の面で雇用されること

が困難となった障害者や、就労移行支援事業を利用したが企業等や就労継続支援事業（Ａ

型）の雇用に結びつかなかった障害者が対象となります。 
●雇用契約は締結しないで、就労の機会や生産活動の場、就労への移行に向けた支援等のサ

ービスを提供します。 
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[１]共同生活介護（ケアホーム）（法第５条第１０項） 
●生活介護や就労継続支援等の日中活動を利用している知的障害者、精神障害者で、地域に

おいて自立した日常生活を営む上で食事や入浴等の介護や日常生活上の支援を必要とし、

障害程度区分 2以上の場合に対象となります。 
●家事等の日常生活上の支援、食事、入浴、排せつなどの介護、日常生活における相談支援

や関係機関との連絡調整など必要なサービスを提供します。 
 
[２]施設入所支援（法第５条第１１項） 
●生活介護または自立訓練、就労移行支援の対象者に対し、日中活動とあわせて夜間等にお

ける入浴、排せつまたは食事の介護等、障害者支援施設において必要な介護、支援等を実

施します。 

[３]共同生活援助（グループホーム）（法第５条第１６項） 
●就労、または就労継続支援等の日中活動を利用している知的障害者、精神障害者で、地域

において自立した日常生活を営む上で相談等の日常生活上の援助が必要な場合に対象とな

ります。 
●家事等の日常生活上の支援、日常生活における相談支援や関係機関との連絡調整など必要

なサービスを提供します。 
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[１]相談支援 
●福祉サービスの利用援助等の支援（ケアプラン作成）を実施します。 
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●サービス事業者の参入を促進し、計画期間において必要とされるサービス量の確保を図り

ます。 
●ケアホーム、グループホーム等の地域での居住の場が確保されるよう、サービス事業者や

関係機関へ設置を働きかけます。 
●ホームヘルパーや施設職員等に対する講座・講習等への受講を勧奨し、質の高いサービス

が提供されるように働きかけます。 
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市町村が独自に取り組む「地域生活支援事業」として、本町では以下の事業を実施します。 

 
[１]相談支援事業 
① 障害者相談支援事業 
●障害者等の福祉に関する様々な問題について相談に応じ、必要な情報の提供や助言、障害

福祉サービス等の利用支援等を行うとともに、障害者等の権利擁護のために必要な援助を

行う事業であり、従来は「障害者ケアマネジメント事業」として実施していた事業です。 

② 地域自立支援協議会【新規】 
●相談支援事業をはじめとする地域の障害者福祉に関するシステムづくりの中核として、関

係機関・団体による「地域自立支援協議会」を設置します。 
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[２]コミュニケーション支援事業 
●聴覚・言語機能・音声機能、視覚その他の障害のため意思の疎通を図ることに支障がある

障害者等に、意思の疎通を仲介する手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図

ります。 

 
[３]移動支援事業 
●従来、「在宅生活支援事業」として実施していた事業であり、屋外での移動が困難な障害者

等に対し、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動

支援を行います。 
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[４]地域活動支援センター機能強化事業 【新規】 
●創作的活動・生産活動の機会提供や社会との交流促進等を行う「地域活動支援センター」

の機能を充実強化し、障害者の地域生活支援の促進を図る事業です。 
●地域活動支援センターにはⅠ～Ⅲ型の３類型があります。機能強化事業としてⅠ型 0ヵ所、
Ⅱ型 1ヵ所、Ⅲ型 1ヵ所（計 2ヵ所）への支援・機能強化に取り組みます。 
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[５]日常生活用具給付等事業 

●重度障害者等に対し、日常生活用具の給付・貸与等を行い、日常生活の便宜や福祉の増進

を図り、また、「住宅改修費」等により、障害者の住まいの改善を支援します。 
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[１]訪問入浴サービス事業 

●地域における身体障害者の生活を支援するため、訪問により居宅において入浴サービスを

提供し、身体障害者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図ります。 

 

 

 

[２]更生訓練費支給事業 

●就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している方及び身体障害者更生援護施設に入所

している方に更生訓練費を支給し、社会復帰の促進を図ります。 

 

 

 

[３]日中一時支援事業  

●障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日

常的に介護している家族等の負担軽減を図ります。 



21

 

[４]生活サポート事業  

●介護給付支給決定者以外の者について、日常生活に関する支援・家事に対する必要な支援

を行うことにより、障害者の地域での自立した生活の推進を図ります。 

 

 

●委託する事業については、サービス事業者の参入を促進し計画期間において必要とされる

サービス量の確保を図るとともに、質の高いサービスが提供されるよう働きかけます。 

●法定サービス以外の、障害者の日中活動の場として重要な役割を果たす「地域活動支援セ

ンター」については、小規模作業所等が円滑に事業移行できるよう支援していきます。 
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障害者が「障害者自立支援法」に基づく新たなサービスを適切に利用することができるよう、

法律やサービスの内容、利用手続き等について、広報やチラシ、パンフレットをはじめとした

様々な媒体を活用して、わかりやすく、かつ障害の種類に応じた適切な情報提供を図ります。 
また、媒体だけでは情報が行き届かない人も多いため、相談窓口での説明・情報提供を徹底

するほか、日常的に障害者と接する機会の多いサービス事業者等と連携し、これらの関係機関・

団体を通じた情報提供に努めます。 

介護給付等の支給決定に関する認定審査会において公正な審査が行われるよう、県等と連携

して認定審査員の研修等を実施していきます。 

「障害者自立支援法」が目指す障害者の地域生活への移行や一般就労への移行を進めるため

には、地域の様々な関係機関・団体との連携が不可欠です。 
このため、新たに設立する「地域自立支援協議会」を中心に、保健・福祉・医療はもとより、

労働・教育等に関わる地域の関係機関・団体との連携を強化し、障害者の地域生活移行や就労

移行を支援していきます。 

この計画は「障害者自立支援法」に基づき、障害福祉サービスの見込み量や確保の方策等を

定める計画ですが、障害者が地域で安心して生活し続けるためには、障害福祉サービスの基盤

整備だけでなく、障害児に対する療育・教育体制の充実、住まいの場の確保やバリアフリーの

まちづくりなど、障害者の日常生活に関わるあらゆる分野の施策を充実することが必要です。 
このため、「障害者基本法」に基づく障害者福祉施策全般に関わる計画である「苅田町障害者

長期計画」（平成 19年度～平成 28年度）と一体となって障害者を取り巻く環境整備に努めま
す。 
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各年度において、サービス見込み量等についての達成状況の点検・評価を行い、その結果に

基づいて必要な対策を実施します。 
点検・評価にあたっては、地域自立支援協議会等の外部機関からの意見反映に努めます。 

この計画においては、サービスの基盤整備など、本町だけでなく広域的に取り組む必要があ

る事項も多いことから、福岡県をはじめ、京築地域の各市町村との連携を密に取りながら、計

画を推進していきます。 
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